
医産発０９３０第１号  

科発０９３０第１号  

令和８年９月３０日  

 

 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所理事長  殿 

 

 

厚 生 労 働 省 大 臣 官 房 

医 薬 産 業 振 興 審 議 官 

（ 公 印 省 略 ） 

 

厚生労働省大臣官房厚生科学課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法施行令等の一部を改正する政令の

公布について 

 

 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法施行令等の一部を改正する政令

（令和８年政令第 309 号。以下「改正政令」という。）については、令和８年９月 30

日に、別添のとおり公布されたところです。 

改正政令の主な内容については下記のとおりですので、御了知の上、それぞれの

事項について、適切に対応方御配慮いただきますようお願いいたします。 

 

 

記 

 

Ⅰ 改正の趣旨 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の一

部を改正する法律（令和７年法律第 37 号）による改正後の国立研究開発法人医

薬基盤・健康・栄養研究所法（平成 16 年法律第 135 号。以下「新基盤研法」と

いう。）附則第 17 条第１項第１号等の規定に基づき、国立研究開発法人医薬基

盤・健康・栄養研究所法施行令（平成 16 年政令第 356 号。以下「基盤研令」と

いう。）等における関係規定の整備を行うもの。 



 

Ⅱ 改正の主な内容 

１ 基盤研令の一部改正 

新基盤研法附則第 17 条第１項第１号の規定に基づき、国立研究開発法人医

薬基盤・健康・栄養研究所（以下「基盤研」という。）による同号に基づく支

援の対象となる事業として、革新的な医薬品等の実用化に取り組む者に対し

て、 

・ 国内外における革新的な医薬品等の実用化に必要な事業活動に関する情

報の提供、相談及び助言 

・ 当該事業活動に係る資金調達に関する情報の提供、相談及び助言 

・ 当該事業活動に要する資金の提供 

を行う事業を定めること。 

 

２ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令

第 255 号。以下「補助金適正化法施行令」という。）の一部改正 

補助金適正化法施行令第１条第２項に規定する補助実施法人として交付す

る補助金等（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法

律第 179 号。以下「補助金適正化法」という。）第２条第１項に規定する補助

金等をいう。）として、基盤研が新基盤研法附則第 17 条第１項第１号及び同

条第２項第１号の規定により交付する資金を追加すること。 

 

３ 個人情報の保護に関する法律施行令（平成 15 年政令第 507 号。以下「個情

法施行令」という。）の一部改正 

個情法施行令第 19 条第１項第１号において定める、個人情報の保護に関

する法律（平成 15 年法律第 57 号）第 66 条第１項の規定による保有個人情

報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個人情報の安全管理のために

必要かつ適切な措置を講じなければならないこととされている業務に、基盤

研が新基盤研法附則第 22 条及び附則第 29 条において準用する補助金適正

化法の規定に基づき行う業務を追加すること。 

 

Ⅲ 施行期日 

この政令は、公布の日（令和８年９月 30 日）から施行すること。 
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